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病気の子どものための「合理的配慮」に対する教員の意識
─ 学校種別に基づく分析を中心に ─
吉利　宗久　・　三宅　幹子 *　・　石橋由紀子 **
　本研究では，病気の子どものための「合理的配慮」に対する教員の意識の傾向を把握し，
インクルーシブ教育の展開に向けた課題を明らかにすることを目的とした。２つの研修会
（2016年８月）に参加した小・中学校および特別支援学校の教員（n = 127）を対象に，①新
たな動向の把握状況（障害者権利条約および医療的ケア通知，２件法），②「合理的配慮」
に関する「基本理念」（２項目），「教育内容・方法」（５項目），「支援体制」（５項目）に対
する意識（４件法）について質問紙調査を実施した。結果，近年の動向に関する情報は浸透
しつつあるが，小学校を中心に未だ十分ではなかった。また，「合理的配慮」の提供に関し
ては，全体的に中学校における平均値が比較的に低い状況があった。年齢および勤務年数に
ついても，「本人の病状理解に基づく生活指導」および「急な病状の変化への対応」に対して，
若く，経験が少ない教員の平均値が低いことが明らかになった。中学校における組織的な支
援体制の構築に期待されるとともに，学校種やキャリアに応じた専門性の担保が必要となる
ことを指摘した。
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Ⅰ．問題と目的
　2006年12月，国連は「障害者権利条約」（Convention 
on the Rights of Persons with Disabilities，以下，権
利条約とする）を採択した。本条約は，すべての障
害者の人権や基本的自由の享有を確保し，尊厳の
尊重を促進することを目的としている。特に，権
利条約第24条（教育）は，「障害者を包容するあら
ゆる段階の教育制度（inclusive education system 
at all levels）及び生涯学習を確保する」ために，「個
人 に 必 要 と さ れ る 合 理 的 配 慮 」（reasonable 
accommodation）の提供を求めている。「合理的配慮」
とは，権利条約の目的を達成するための「必要かつ
適当な変更及び調整であって，特定の場合において
必要とされるものであり，かつ，均衡を失した又は
過度の負担を課さないものをいう」（権利条約第２
条）。
　わが国でも権利条約批准に向けた国内法の整備が
推進されるなか（2014年１月批准），その一環とし
て障害者基本法の改正（2011年８月施行）や障害
者差別解消法の制定（2016年４月施行）といった
国内法の整備が行われてきた。とりわけ，障害者基
本法（第４条第２項）は，「社会的障壁の除去は，
それを必要としている障害者が現に存し，かつ，そ
の実施に伴う負担が過重でないときは，（中略）必
要かつ合理的な配慮がされなければならない」と定
め，「合理的配慮」の考え方を導入した。これを受
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けて，障害者差別解消法は，障害者が直面する社会
的障壁の除去のために，学校を含む行政機関や民間
事業者において「必要かつ合理的な配慮」を的確に
行うことを具体的に規定している（第７条，第８条）。
　しかし，その一般社会における理解は十分とはい
えない。内閣府（2009）が15歳以上80歳未満の男
女を対象に実施した調査（n = 1,050）によれば，多
くの人々が権利条約について「知らない」（74.7％）
と回答するとともに，「合理的配慮」についても「知
らない」（75.8％）との意見がほとんどであった。
さらに，「合理的配慮」の「具体的内容についてイ
メージを持っており，例を挙げて説明することがで
きる」（1.9％）のはごくわずかであった。その後，
内閣府（2012）は，全国の20歳以上の国民を対象
に追跡的な調査（n = 1,913）を行っているが，権利
条約を「知らない」（81.5％）とする割合が依然と
して高く，「合理的配慮」の不提供が「差別に当た
る場合があるとは思わない」（45.7％）との考えも
少なくなかった。権利条約の批准とその内容に関す
る社会の理解は，不可欠となっている。
　すなわち，権利条約の理念に関する理解の促進が
急がれるとともに，学校における「合理的配慮」の
実践化についての検討も重要となっている。とりわ
け，滝川（2014）や日下（2015）が指摘するように，
病気の子どもは，病弱特別支援学校や小・中学校の
特別支援学級だけではなく，通常の学級にも幅広く
在籍している。また，近年における医療の進歩に伴
い，入院の期間短期化や頻回化も顕著となり，学校
と医療機関との連携はもちろんのこと，病気の子ど
もに対する教員の理解と適切な支援の提供が求めら
れる。そこで本稿では，学校における病気の子ども
のための「合理的配慮」の提供に関する教員の意識
を調査し，その傾向と今後の課題を明らかにするこ
とを目的とする。
Ⅱ．方法
１）調査の対象と時期
　2016年８月に実施された特別支援教育に関する
２つの講習会に参加した教員（n = 185）を対象と
した。講習終了後，調査の趣旨と参加の任意性，匿
名性の確保について説明した上で，集合調査による
質問紙の配布と回収を行った。調査はすべて無記名
とし，質問紙の提出をもって同意が得られたものと
した。また，倫理的配慮の観点から，それらの情報
は質問紙の冒頭にも明記した。その結果，161名分（回
収率，87.0％）を回収した。ただし，保育園または
幼稚園，および高等学校に勤務している参加者数は
少なく（順にn = 11，n = 8），各校園を代表するサ
ンプルとして適切ではないと考えられたため，分析
から除外した。さらに学校種別が未記載のもの（n 
= 15）も除外し，小学校，中学校，特別支援学校の
いずれかに勤務する参加者127名を分析の対象とし
た（有効回答率，68.6％）。以上より，本研究では
学校種別に基づいた分析を中心に行う。なお，分析
対象となった参加者の基本属性はTable 1に示すと
おりである。
２）手続き
　質問紙は，①調査対象者の基本属性，②近年にお
ける新たな動向の把握状況（２件法，２項目），お
よび③「合理的配慮」に関する意識（４件法，12
項目）の3部構成とした。調査対象者の基本属性に
ついては，Table 1に示す各項目について，それぞ
れ選択肢を提示して回答を求めた。新たな動向の把
握に関する２項目は，先行研究（吉利，2016）との
比較を意図したものである。また，「合理的配慮」
に関する意識の項目については，文部科学省が初等
中等教育分科会「特別支援教育の在り方に関する特
別委員会」（2010年７月設置）を設置し，その下に「合
理的配慮等環境整備検討ワーキンググループ」（2011
年７月）における専門的な審議を進めてきたことか
ら，同グループによる報告（2012年２月）に例示
Table 1　分析対象となった参加者の属性
属性 人数 （％）
性別
　男性 28 （22.0）
　女性 98 （77.2）
　不明 1 （0.8）
学校種別
　小学校 41 （32.3）
　中学校 22 （17.3）
　特別支援学校 64 （50.4）
年齢
　20歳台 14 （11.0）
　30歳台 32 （25.2）
　40歳台 37 （29.1）
　50歳台以上 39 （30.7）
　不明 5 （3.9）
教員経験年数
　10年以下 51 （40.2）
　11～20年 30 （23.6）
　21～30年 34 （26.8）
　31年以上 10 （7.9）
　不明 2 （1.6）
特別支援学校の免許保有
　有 42 （33.1）
　無 77 （60.6）
　不明 8 （6.3）
合計 127 （100）
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された病弱領域の具体的な配慮事項を参考に作成し
た。具体的には，「基本理念」（２項目）に加え，「教
育内容・方法」（５項目），「支援体制」（５項目）の
視点を設定した。なお，回答は「そう思わない」（評
定１），「どちらかといえばそう思わない」（評定２），
「どちらかといえばそう思う」（評定３），「そう思う」
（評定４）の４段階であった。
Ⅲ．結果
　「近年における新たな動向の把握状況」および「合
理的配慮」に関する意識について，学校種別による
差を中心に，年齢による差，教員経験年数による差
を検討していく。なお，学校種別（小学校，中学校，
特別支援学校）と年齢（20歳台，30歳台，40歳台，
50歳台以上）については有意な偏りはみられなかっ
た（χ2⑹ = 9.74, n.s.）。年齢と教員経験年数（10年以
下，11～20年，21～30年，31年以上）のSpearman
の順位相関係数は，rs = .62 （p < .001）であった。
１）新たな動向の把握状況
　講習前の段階において，「日本が2014年にインク
ルーシブ教育を推進する国連『障害者権利条約』を
批准した」（問１），また「文部科学省が2012年に『特
別支援学校等における医療的ケアの今後の対応につ
いて』を通知し，一定の研修を受けた介護職員等（特
別支援学校および小・中学校等の教員を含む）が一
定の条件の下にたんの吸引等の『医療的ケア』（口・
鼻，気管カニューレ内喀痰吸引，胃ろう又は腸ろう
による経管栄養，経鼻経管栄養）ができるようにな
った」（問２）ことを知っているか否かを問うた。
これら２項目に関する学校種別，年齢別，教員経験
年数別，および全体での集計をTable 2に示した。
全体では，「権利条約批准」（問１）についても「医
療的ケア通知」（問２）についても６割強が「知っ
ていた」と回答していた。
　まず，勤務校による把握状況の偏りを検討するた
めに，学校種別にみた新たな動向の把握状況につい
て，χ2検定を行った。その結果，「権利条約批准」（問
１）については有意な偏りはみられなかったが（χ2 
⑵ = 4.26, n.s.），「医療的ケア通知」（問２）につい
ては統計的に有意な偏りがみられた（χ2 ⑵ = 15.39, 
p < .01）。残差分析の結果，小学校では「知っていた」
の比率が低く，「知らなかった」の比率が高いこと（p 
< .01），および特別支援学校においては，「知って
いた」の比率が高く，「知らなかった」の比率が低
いことが示された（p < .01）。
　次に，年台による把握状況の偏りを検討するため
に，年齢別にみた新たな動向の把握状況について，
χ2検定を行った。その結果，「権利条約批准」（問１）
についても「医療的ケア通知」（問２）についても，
有意な偏りはみられなかった（順に，χ2 ⑶ = 4.47, 
n.s. ; χ2 ⑶ = .87, n.s.）。さらに，教員経験年数によ
る把握状況の偏りを検討するために，教員経験年数
別にみた新たな動向の把握状況について，χ2検定を
行った。その結果，「権利条約批准」（問１）につい
ても「医療的ケア通知」（問２）についても，有意
な偏りはみられなかった（順に，χ2 ⑶ = 2.99, n.s. ; 
χ2 ⑶ = 1.69, n.s.）。
２）「合理的配慮」に関する意識
　「合理的配慮」に関する意識について，全体およ
び学校種別の集計をTable 3に示す。また，年齢別，
Table 2　学校種別，年齢別，教員経験年数別にみた新たな動向の把握状況
問１　権利条約批准 問２　医療的ケア通知
知っていた 知らなかった 知っていた 知らなかった
学校種別
　小学校 22（53.7） 19（46.3） 18（43.9） 23（56.1）
　中学校 15（71.4） 6（28.6） 11（55.0） 9（45.0）
　特別支援学校 45（72.6） 17（27.4） 50（80.6） 12（19.4）
年齢
　20歳台 9（69.2） 4（30.8） 9（64.3） 5（35.7）
　30歳台 19（61.3） 12（38.7） 22（71.0） 9（29.0）
　40歳台 21（58.3） 15（41.7） 22（62.9） 13（37.1）
　50歳台以上 31（79.5） 8（20.5） 23（60.5） 15（39.5）
教員経験年数
　10年以下 28（57.1） 21（42.9） 29（59.2） 20（40.8）
　11-20年 20（69.0） 9（31.0） 21（72.4） 8（27.6）
　21-30年 24（70.6） 10（29.4） 20（60.6） 13（39.4）
　31年以上 8（80.0） 2（20.0） 7（70.0） 3（30.0）
全体 82（64.6） 42（33.1） 79（62.2） 44（34.6）
注）当該変数に欠損のあるデータを除く集計である。括弧内の数値はパーセンテージを示す。
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別委員会」（2010年７月設置）を設置し，その下に「合
理的配慮等環境整備検討ワーキンググループ」（2011
年７月）における専門的な審議を進めてきたことか
ら，同グループによる報告（2012年２月）に例示
Table 1　分析対象となった参加者の属性
属性 人数 （％）
性別
　男性 28 （22.0）
　女性 98 （77.2）
　不明 1 （0.8）
学校種別
　小学校 41 （32.3）
　中学校 22 （17.3）
　特別支援学校 64 （50.4）
年齢
　20歳台 14 （11.0）
　30歳台 32 （25.2）
　40歳台 37 （29.1）
　50歳台以上 39 （30.7）
　不明 5 （3.9）
教員経験年数
　10年以下 51 （40.2）
　11～20年 30 （23.6）
　21～30年 34 （26.8）
　31年以上 10 （7.9）
　不明 2 （1.6）
特別支援学校の免許保有
　有 42 （33.1）
　無 77 （60.6）
　不明 8 （6.3）
合計 127 （100）
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勤務年数別の集計はTable 4，Table 5のとおりであ
る。Table 3より，全体的にみると，「病気の子ども
の体調把握のために保護者との連携を進めている」
（項目10）において評定値の平均値が3.09と比較的
に高いことを除き，各項目の評定値の平均は2.5か
ら3.0の間に位置していた。
　まず，学校種別に「合理的配慮」に関する意識に
ついてみると（Table 3参照），一部の項目を除き，
概して，中学校の平均値は特別支援学校や小学校よ
りも低くなる傾向にあった。学校種別にみた平均値
間に統計的に有意な差があるかを検討するために，
項目ごとに一要因（３水準；小学校，中学校，特別
支援学校）の分散分析を行った。その結果，学校種
の効果が有意であったのは，「校内における合理的
配慮の理解は十分である」（項目１）と「災害時の
避難の方法や避難後に必要となる支援体制を把握し
ている」（項目９）であった（順に，F （2, 121） = 
4.14, p < .05；F （2, 122） = 4.67, p < .05）。多重比較
（Tukey法）の結果，両項目において，特別支援学
校は，中学校に比べて有意に評定値が高かった（p 
< .05）。また，「学校における急な病状の変化に対
応するための仕組みを理解している」（項目８），「学
校で必要な医療に関する情報を収集するための機会
を確保している」（項目11）においては，学校種別
の効果が有意傾向であり（順に，F （2, 122） = 2.88, 
p < .10；F （2, 122） = 2.80, p < .10），項目８では，
特別支援学校が中学校に比べて高い傾向，項目11
では特別支援学校が小学校，中学校に比べて高い傾
向にあった。
　次に，年齢別にみた「合理的配慮」に関する意識
について（Table 4参照），年齢により統計的に有意
な差があるかを検討するために，項目ごとに一要因
Table 3　全体および学校種別にみた「合理的配慮」に関する意識の平均値（SD）
質問項目
学校種別
全体
（n=124～125）
小学校
（n=40～41）
中学校
（n=20）
特別支援学校
（n=63～64）
基本的理念
１）校内における合理的配慮の理解は十分である 2.71（0.85） 2.63（0.81） 2.30（0.80） 2.89（0.86）
２）病気の子どもの合理的配慮の内容について，具
体的なイメージをもっている
2.53（0.77） 2.63（0.77） 2.30（0.87） 2.53（0.73）
教育内容・方法
３）病気の子どもが病状を理解して生活するための
指導ができる（服薬や休憩の必要性など）
2.62（0.75） 2.63（0.77） 2.50（0.76） 2.65（0.74）
４）周囲に対して病気に対する正しい理解を促進で
きる（病状により，係などの役割を担えない際
の説明など）
2.70（0.66） 2.71（0.68） 2.65（0.59） 2.70（0.68）
５）通院や欠席による学習の遅れを補うための配慮
ができる（習熟度に応じた教材の準備など）
2.87（0.72） 2.90（0.58） 2.85（0.81） 2.86（0.77）
６）病気のために困難な学習内容について，代替的
な学習機会を提供できる（実技の実施可能なこ
とへの変更など）
2.79（0.76） 2.68（0.61） 2.75（0.79） 2.87（0.83）
７）病気に対する不安など心理状態に応じた対応が
できる（十分な相談時間の確保など）
2.63（0.65） 2.61（0.63） 2.60（0.68） 2.66（0.67）
支援体制
８）学校における急な病状の変化に対応するための
仕組みを理解している
2.79（0.76） 2.78（0.65） 2.45（0.69） 2.91（0.81）
９）災害時の避難の方法や避難後に必要となる支援
体制を把握している
2.89（0.76） 2.88（0.78） 2.45（0.89） 3.03（0.67）
10）病気の子どもの体調把握のために保護者との連
携を進めている
3.09（0.75） 3.17（0.63） 2.85（0.93） 3.11（0.76）
11）学校で必要な医療に関する情報を収集するため
の機会を確保している
2.63（0.74） 2.49（0.68） 2.45（0.76） 2.78（0.75）
12）病気の子どもの病状に関する情報は，校内で十
分に共有されている
2.69（0.77） 2.71（0.84） 2.55（0.69） 2.72（0.75）
注）得点可能範囲は1 ～ 4であり，数値が高いほど各項目内容にあてはまる程度が高いことを示す。
病気の子どものための「合理的配慮」に対する教員の意識
− 37 −
（４水準；20歳台，30歳台，40歳台，50歳台以上）
の分散分析を行った。その結果，「学校における急
な病状の変化に対応するための仕組みを理解してい
る」（項目８）において年齢の効果が有意であり（F 
（3, 116） = 2.82, p < .05），多重比較（Tukey法）の
結果，50歳台以上は20歳台と比較して有意に得点
が高かった。また，「病気の子どもが病状を理解し
て生活するための指導ができる（服薬や休憩の必要
性など）」（項目3）において年齢の効果が有意傾向
であり（F （3, 116） = 2.37, p < .10），50歳台以上と
20歳台の差が比較的大きく，50歳台以上のほうが
高い評定値を示す傾向にあった。
　さらに，勤務年数別にみた「合理的配慮」に関す
る意識について（Table 5），勤務年数により統計的
に有意な差があるかを検討するために，項目ごとに
一要因（４水準；10年以下，11～20年，21～30年，
31年以上）の分散分析を行った。その結果，「病気
の子どもが病状を理解して生活するための指導がで
きる（服薬や休憩の必要性など）」（項目3），およ
び「学校における急な病状の変化に対応するための
仕組みを理解している」（項目8）において勤務年
数の効果が有意であり（F （3, 118） = 3.97, p < .05；
F （3, 119） = 5.03, p <.01），項目3では，21～30年
の参加者は10年以下の参加者に比べ，評定値が有
意に高かった。項目8では，21～30年の参加者は，
10年以下および11～20年の参加者に比べ，評定値
が有意に高かった。また，「周囲に対して病気に対
する正しい理解を促進できる（病状により，係など
の役割を担えない際の説明など）」（項目４），「学校
で必要な医療に関する情報を収集するための機会を
確保している」（項目11）において年齢群の効果が
有意傾向であり（F （3, 119） = 2.28, p < .10；F （3, 119） 
Table 4　年齢別にみた「合理的配慮」に関する意識の平均値（SD）
質問項目
20歳台
（n=14）
30歳台
（n=32）
40歳台
（n=37）
50歳台以上
（n=36～37）
基本的理念
１）校内における合理的配慮の理解は十分である 2.86（0.66） 2.47（0.84） 2.76（0.90） 2.67（0.83）
２）病気の子どもの合理的配慮の内容について，具
体的なイメージをもっている
2.36（0.84） 2.31（0.74） 2.73（0.65） 2.51（0.77）
教育内容・方法
３）病気の子どもが病状を理解して生活するための
指導ができる（服薬や休憩の必要性など）
2.21（0.98） 2.47（0.72） 2.68（0.71） 2.76（0.64）
４）周囲に対して病気に対する正しい理解を促進で
きる（病状により，係などの役割を担えない際
の説明など）
2.43（0.85） 2.63（0.61） 2.84（0.60） 2.70（0.66）
５）通院や欠席による学習の遅れを補うための配慮
ができる（習熟度に応じた教材の準備など）
2.71（0.91） 2.91（0.69） 2.97（0.60） 2.76（0.76）
６）病気のために困難な学習内容について，代替的
な学習機会を提供できる（実技の実施可能なこ
とへの変更など）
2.71（0.91） 2.88（0.75） 2.84（0.73） 2.65（0.72）
７）病気に対する不安など心理状態に応じた対応が
できる（十分な相談時間の確保など）
2.50（0.76） 2.69（0.74） 2.76（0.55） 2.49（0.65）
支援体制
８）学校における急な病状の変化に対応するための
仕組みを理解している
2.29（0.91） 2.72（0.81） 2.84（0.80） 2.95（0.52）
９）災害時の避難の方法や避難後に必要となる支援
体制を把握している
2.79（0.98） 2.78（0.83） 2.84（0.76） 3.05（0.66）
10）病気の子どもの体調把握のために保護者との連
携を進めている
2.79（0.89） 3.06（0.84） 3.30（0.62） 3.03（0.69）
11）学校で必要な医療に関する情報を収集するため
の機会を確保している
2.43（0.94） 2.50（0.76） 2.81（0.70） 2.59（0.60）
12）病気の子どもの病状に関する情報は，校内で十
分に共有されている
2.71（0.73） 2.50（0.80） 2.73（0.87） 2.76（0.55）
注）得点可能範囲は1 ～ 4であり，数値が高いほど各項目内容にあてはまる程度が高いことを示す。
吉利　宗久　・　三宅　幹子　・　石橋由紀子
− 36 −
勤務年数別の集計はTable 4，Table 5のとおりであ
る。Table 3より，全体的にみると，「病気の子ども
の体調把握のために保護者との連携を進めている」
（項目10）において評定値の平均値が3.09と比較的
に高いことを除き，各項目の評定値の平均は2.5か
ら3.0の間に位置していた。
　まず，学校種別に「合理的配慮」に関する意識に
ついてみると（Table 3参照），一部の項目を除き，
概して，中学校の平均値は特別支援学校や小学校よ
りも低くなる傾向にあった。学校種別にみた平均値
間に統計的に有意な差があるかを検討するために，
項目ごとに一要因（３水準；小学校，中学校，特別
支援学校）の分散分析を行った。その結果，学校種
の効果が有意であったのは，「校内における合理的
配慮の理解は十分である」（項目１）と「災害時の
避難の方法や避難後に必要となる支援体制を把握し
ている」（項目９）であった（順に，F （2, 121） = 
4.14, p < .05；F （2, 122） = 4.67, p < .05）。多重比較
（Tukey法）の結果，両項目において，特別支援学
校は，中学校に比べて有意に評定値が高かった（p 
< .05）。また，「学校における急な病状の変化に対
応するための仕組みを理解している」（項目８），「学
校で必要な医療に関する情報を収集するための機会
を確保している」（項目11）においては，学校種別
の効果が有意傾向であり（順に，F （2, 122） = 2.88, 
p < .10；F （2, 122） = 2.80, p < .10），項目８では，
特別支援学校が中学校に比べて高い傾向，項目11
では特別支援学校が小学校，中学校に比べて高い傾
向にあった。
　次に，年齢別にみた「合理的配慮」に関する意識
について（Table 4参照），年齢により統計的に有意
な差があるかを検討するために，項目ごとに一要因
Table 3　全体および学校種別にみた「合理的配慮」に関する意識の平均値（SD）
質問項目
学校種別
全体
（n=124～125）
小学校
（n=40～41）
中学校
（n=20）
特別支援学校
（n=63～64）
基本的理念
１）校内における合理的配慮の理解は十分である 2.71（0.85） 2.63（0.81） 2.30（0.80） 2.89（0.86）
２）病気の子どもの合理的配慮の内容について，具
体的なイメージをもっている
2.53（0.77） 2.63（0.77） 2.30（0.87） 2.53（0.73）
教育内容・方法
３）病気の子どもが病状を理解して生活するための
指導ができる（服薬や休憩の必要性など）
2.62（0.75） 2.63（0.77） 2.50（0.76） 2.65（0.74）
４）周囲に対して病気に対する正しい理解を促進で
きる（病状により，係などの役割を担えない際
の説明など）
2.70（0.66） 2.71（0.68） 2.65（0.59） 2.70（0.68）
５）通院や欠席による学習の遅れを補うための配慮
ができる（習熟度に応じた教材の準備など）
2.87（0.72） 2.90（0.58） 2.85（0.81） 2.86（0.77）
６）病気のために困難な学習内容について，代替的
な学習機会を提供できる（実技の実施可能なこ
とへの変更など）
2.79（0.76） 2.68（0.61） 2.75（0.79） 2.87（0.83）
７）病気に対する不安など心理状態に応じた対応が
できる（十分な相談時間の確保など）
2.63（0.65） 2.61（0.63） 2.60（0.68） 2.66（0.67）
支援体制
８）学校における急な病状の変化に対応するための
仕組みを理解している
2.79（0.76） 2.78（0.65） 2.45（0.69） 2.91（0.81）
９）災害時の避難の方法や避難後に必要となる支援
体制を把握している
2.89（0.76） 2.88（0.78） 2.45（0.89） 3.03（0.67）
10）病気の子どもの体調把握のために保護者との連
携を進めている
3.09（0.75） 3.17（0.63） 2.85（0.93） 3.11（0.76）
11）学校で必要な医療に関する情報を収集するため
の機会を確保している
2.63（0.74） 2.49（0.68） 2.45（0.76） 2.78（0.75）
12）病気の子どもの病状に関する情報は，校内で十
分に共有されている
2.69（0.77） 2.71（0.84） 2.55（0.69） 2.72（0.75）
注）得点可能範囲は1 ～ 4であり，数値が高いほど各項目内容にあてはまる程度が高いことを示す。
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= 2.35, p < .10），21～30年の参加者と11～20年の参
加者の間の差が比較的大きく，21～30年の参加者
のほうが高い評定値を示す傾向にあった。
Ⅳ．考察
１）新たな動向の把握状況
　結果によれば，「権利条約批准」（問１），「医療的
ケア通知」（問２）に関する情報を把握している割
合がそれぞれ６割以上であった。同じ項目を用いた
吉利（2016）の調査（n = 183）では，「権利条約批准」
（36.8％）および「医療的ケア通知」（45.4％）ともに，
情報を把握していたのは半数以下であった。対象が
異なるため単純な比較はできないが，全般的な傾向
としては情報が浸透しつつある傾向が認められた。
ただし，未だ情報を把握していなかった割合も依然
として３分の１以上であった。とりわけ，小・中学
校において「知らなかった」の比率がやや高かった
ことが明らかになっており，情報の継続的な発信が
求められているといえよう。とくに，榎本ら（2009）
が公立学校の養護教諭（n = 492）を対象として，
医療に関連する専門知識の入手先を調査したとこ
ろ，専門図書（80.7％），インターネット（70.5％）
が上位を占めた。こうした手だては，教員の自主性
に基づく方法でもあり，組織的・計画的な情報収集
の機会を確保していくことは重要である。
　その際，共有すべき情報の系統性も考慮すべきで
あろう。中村ら（2011）は，小・中学校において医
療的ケアを要する児童生徒を担任する教諭を対象に
質問紙調査を行っている。そこでは，支援を行う上
で困っていることや不安に感じていることについて
Table 5　勤務年数別にみた「合理的配慮」に関する意識の平均値（SD）
質問項目
10年以下
（n = 49）
11~20年
（n = 30）
21~30年
（n=33～34）
31年以上
（n=9～10）
基本的理念
１）校内における合理的配慮の理解は十分である 2.71（0.71） 2.53（1.01） 2.94（0.86） 2.40（0.97）
２）病気の子どもの合理的配慮の内容について，具
体的なイメージをもっている
2.51（0.68） 2.37（0.81） 2.71（0.84） 2.60（0.70）
教育内容・方法
３）病気の子どもが病状を理解して生活するための
指導ができる（服薬や休憩の必要性など）
2.45（0.77） 2.47（0.68） 2.94（0.70） 2.90（0.74）
４）周囲に対して病気に対する正しい理解を促進で
きる（病状により，係などの役割を担えない際
の説明など）
2.65（0.66） 2.50（0.68） 2.91（0.62） 2.80（0.63）
５）通院や欠席による学習の遅れを補うための配慮
ができる（習熟度に応じた教材の準備など）
2.78（0.72） 2.87（0.78） 3.00（0.70） 2.80（0.63）
６）病気のために困難な学習内容について，代替的
な学習機会を提供できる（実技の実施可能なこ
とへの変更など）
2.86（0.76） 2.63（0.77） 2.85（0.78） 2.67（0.71）
７）病気に対する不安など心理状態に応じた対応が
できる（十分な相談時間の確保など）
2.63（0.67） 2.70（0.79） 2.62（0.55） 2.40（0.52）
支援体制
８）学校における急な病状の変化に対応するための
仕組みを理解している
2.59（0.71） 2.60（0.89） 3.15（0.61） 3.00（0.47）
９）災害時の避難の方法や避難後に必要となる支援
体制を把握している
2.84（0.85） 2.73（0.74） 3.00（0.70） 3.10（0.57）
10）病気の子どもの体調把握のために保護者との連
携を進めている
2.98（0.80） 3.03（0.85） 3.32（0.59） 2.90（0.57）
11）学校で必要な医療に関する情報を収集するため
の機会を確保している
2.57（0.76） 2.40（0.72） 2.85（0.70） 2.80（0.63）
12）病気の子どもの病状に関する情報は，校内で十
分に共有されている
2.55（0.82） 2.63（0.85） 2.85（0.66） 2.90（0.57）
注）得点可能範囲は1 ～ 4であり，数値が高いほど各項目内容にあてはまる程度が高いことを示す。
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は「ない」（36人中11人）とする者が最も多い一方
で，社会的サービスに関する情報（身体障害者手帳
や訪問看護など）を実際に入手している割合（35
人中６人）はかなり低いことが明らかになった。社
会的なサービスの情報は，子どもの自立を促進する
うえで不可欠な情報の一つであり，中・長期的な支
援に必要となる情報の内容が十分に理解されていな
い可能性を孕んでいる。全国の小学校（n =1,482）
および中学校（n = 1,753）の教員における意識を調
査した愛知教育大学・ベネッセ教育総合研究所
（2016）からも，自分自身に対する評価のなかで，「最
新の教育理論や教育動向について勉強している」に
あてはまると回答した教員の割合（小学校43.2％，
中学校37.9％）は最も低い水準にあることが明らか
にされている。
　八木（2014）は小学校教員（n = 132）に対して
特別支援教育に関する研修ニーズを調査している
が，「今後受講したい内容」として，クラスメイト
や保護者への対応，具体的な教材に関するニーズが
高かった。そして，「答申等の特別支援教育に関す
る概論」（6.1％）や「学校現場における仕組みや制度」
（13.6％）に対するニーズは比較的に少なかった。
それらをふまえ，ニーズに合致した研修の必要性が
指摘されている。しかしながら，組織的，系統的に
支援を展開するために「必要となる情報」と研修会
受講者の「ニーズ」は必ずしも合致するものばかり
ではなく，いずれかに偏重した研修となることによ
り，教員として理解しておくべき基本的な情報が伝
わらないことも危惧される。教育実践の基盤として
必要となる情報を正確に把握したうえで，より実践
的な課題に対応するための内容と方法を積み上げて
いくことが必要となろう。
２）「合理的配慮」に関する意識
　病気の子どもをめぐる「合理的配慮」に関して，
全体的に中学校における平均値が低い傾向が明らか
になった。具体的な項目については，「基本理念」
の「校内における合理的配慮の理解」（項目１）に
関する中学校の平均値が，特別支援学校よりも有意
に低かった。また，「教育内容・方法」に関する項
目に有意差がみられなかったものの，「支援体制」
に関する５項目のうち３項目（項目８，９，11）で
中学校の平均値が，特別支援学校よりも有意に低い
か，もしくは低い傾向にあった（項目11は小学校
も同様）。
　文部科学省（2016）によれば，概ね90分以上の
特別支援教育に関する教員研修（平成15年４月１
日～平成27年９月１日）を受けた公立校の教員の
割合は，2016（平成27）年度において小学校（89.8
％）とともに，中学校（80.4％）も高い水準を示し
ている。とくに，特別支援教育の制度化（2007〔平
成19〕年度）当時の状況から，小学校（61.3％）よ
りも中学校（47.0％）の急速な伸びがみられる。た
だし，このように短期間で研修体制が整備される一
方で，本研究の結果から専門性の本質的な定着が十
分でない側面を指摘できる。板倉（2009）は，中学
校における特別支援教育を充実するための独自性と
して，①教科指導（教科間での連携が不十分），②
生徒指導（集団規律の重視，予防的な生徒指導が苦
手），③思春期への対応（心理的不適応が表出しに
くい生徒への支援が不十分），④言語活動（生徒の
変容を促す支援は抽象的な言葉が中心であり，非言
語の重要性や構造化による支援，行動支援が浸透し
ていない），⑤集団（全生徒を全職員で支援する意
識が弱い），⑥放課後（部活動が盛んである一方，
会議や研修とのバランスが難しい）を挙げ，その根
本には変化に対する不安，特別支援教育への理解不
足があることを述べている。これら諸要因の相互的
な影響が，病気の子どもの「合理的配慮」の提供に
関する意識にも無関係ではないと推察できる。
　とりわけ，連合総合生活開発研究所（2016）によ
れば，勤務日の労働時間と休日の労働時間を合わせ
た週の実労働時間数をみると，週60時間以上の割
合が小学校教諭で72.9％，中学校教諭では86.9％に
ものぼった。こうした他職種にはみられない長時間
勤務により，新しい教育課題に対応する十分な時間
や場が確保されにくく，組織的な取り組みを進めに
くい環境があるとも考えられる。本研究の結果から
も，中学校における組織的な支援体制に関する課題
が示唆されており，特別支援教育に関する責任と問
題意識の共有を今後の課題として指摘できる。柳・
司城（2015）は，教科担任制のメリットを生かして，
教科担任の専門性に基づく理解を学級担任との間で
共有することにより，学級づくりや教科指導のため
の連携が促される可能性を示唆している。各学校段
階で直面する実践的課題や特長をふまえ，学校全体
での組織的な仕組みづくりが病気の子ども一人一人
の「合理的配慮」の提供にも必要な条件となろう。
　また，「年齢」について「本人の病状理解に基づ
く生活指導」（項目３）および「急な病状の変化へ
の対応」（項目８）において50歳台以上が20歳台よ
りも有意に高い評定値を示した。この２つの項目（項
目３，８）については，「勤務年数」に関しても同様
の傾向がみられた。つまり，「21～30年」という比
較的長い経験をもつ教員の評定値が「10年以下」
よりも有意に高く，「11～20年」（項目４，11）の
教員よりも高い傾向を示した。森・岩田・田中（2014）
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= 2.35, p < .10），21～30年の参加者と11～20年の参
加者の間の差が比較的大きく，21～30年の参加者
のほうが高い評定値を示す傾向にあった。
Ⅳ．考察
１）新たな動向の把握状況
　結果によれば，「権利条約批准」（問１），「医療的
ケア通知」（問２）に関する情報を把握している割
合がそれぞれ６割以上であった。同じ項目を用いた
吉利（2016）の調査（n = 183）では，「権利条約批准」
（36.8％）および「医療的ケア通知」（45.4％）ともに，
情報を把握していたのは半数以下であった。対象が
異なるため単純な比較はできないが，全般的な傾向
としては情報が浸透しつつある傾向が認められた。
ただし，未だ情報を把握していなかった割合も依然
として３分の１以上であった。とりわけ，小・中学
校において「知らなかった」の比率がやや高かった
ことが明らかになっており，情報の継続的な発信が
求められているといえよう。とくに，榎本ら（2009）
が公立学校の養護教諭（n = 492）を対象として，
医療に関連する専門知識の入手先を調査したとこ
ろ，専門図書（80.7％），インターネット（70.5％）
が上位を占めた。こうした手だては，教員の自主性
に基づく方法でもあり，組織的・計画的な情報収集
の機会を確保していくことは重要である。
　その際，共有すべき情報の系統性も考慮すべきで
あろう。中村ら（2011）は，小・中学校において医
療的ケアを要する児童生徒を担任する教諭を対象に
質問紙調査を行っている。そこでは，支援を行う上
で困っていることや不安に感じていることについて
Table 5　勤務年数別にみた「合理的配慮」に関する意識の平均値（SD）
質問項目
10年以下
（n = 49）
11~20年
（n = 30）
21~30年
（n=33～34）
31年以上
（n=9～10）
基本的理念
１）校内における合理的配慮の理解は十分である 2.71（0.71） 2.53（1.01） 2.94（0.86） 2.40（0.97）
２）病気の子どもの合理的配慮の内容について，具
体的なイメージをもっている
2.51（0.68） 2.37（0.81） 2.71（0.84） 2.60（0.70）
教育内容・方法
３）病気の子どもが病状を理解して生活するための
指導ができる（服薬や休憩の必要性など）
2.45（0.77） 2.47（0.68） 2.94（0.70） 2.90（0.74）
４）周囲に対して病気に対する正しい理解を促進で
きる（病状により，係などの役割を担えない際
の説明など）
2.65（0.66） 2.50（0.68） 2.91（0.62） 2.80（0.63）
５）通院や欠席による学習の遅れを補うための配慮
ができる（習熟度に応じた教材の準備など）
2.78（0.72） 2.87（0.78） 3.00（0.70） 2.80（0.63）
６）病気のために困難な学習内容について，代替的
な学習機会を提供できる（実技の実施可能なこ
とへの変更など）
2.86（0.76） 2.63（0.77） 2.85（0.78） 2.67（0.71）
７）病気に対する不安など心理状態に応じた対応が
できる（十分な相談時間の確保など）
2.63（0.67） 2.70（0.79） 2.62（0.55） 2.40（0.52）
支援体制
８）学校における急な病状の変化に対応するための
仕組みを理解している
2.59（0.71） 2.60（0.89） 3.15（0.61） 3.00（0.47）
９）災害時の避難の方法や避難後に必要となる支援
体制を把握している
2.84（0.85） 2.73（0.74） 3.00（0.70） 3.10（0.57）
10）病気の子どもの体調把握のために保護者との連
携を進めている
2.98（0.80） 3.03（0.85） 3.32（0.59） 2.90（0.57）
11）学校で必要な医療に関する情報を収集するため
の機会を確保している
2.57（0.76） 2.40（0.72） 2.85（0.70） 2.80（0.63）
12）病気の子どもの病状に関する情報は，校内で十
分に共有されている
2.55（0.82） 2.63（0.85） 2.85（0.66） 2.90（0.57）
注）得点可能範囲は1 ～ 4であり，数値が高いほど各項目内容にあてはまる程度が高いことを示す。
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は，若く経験が浅い教員は，問題が生じたときに経
験を活かして対処することが難しく，問題から逃れ
るような対処行動を取りやすいことを明らかにして
いる。医療の進歩を背景として，小児慢性特定疾患
患児の多くが，小・中学校の通常の学級で学んでい
る実態が明らかされており（日下・森山・新平，
2014；武田，2012），インクルーシブ教育を推進す
るうえで教員の背景にある要因（学校種別やキャリ
アなど）と役割をふまえた専門性が担保されなけれ
ばならない。藤井・神部（2015）が指摘するように，
外部から分かりにくい病気であっても，病状によっ
ては支援が必要であることをすべての教員が理解
し，病状が急変した場合の緊急対応ができる仕組み
づくりを進めるとともに，個別の教育的ニーズに応
じる「合理的配慮」の視点を醸成していかなくては
ならない。
Ⅴ．おわりに
　本研究では，病気の子どもの支援に関する教員の
意識を捉えることから，「合理的配慮」の提供に関
する課題を探ってきた。とくに，中学校における支
援体制の進展に期待されることが明らかになるとと
もに，学校種やキャリアに応じた専門性の担保が必
要となっていることを指摘した。しかしながら，サ
ンプル数の制限や課題に対する実践的な改善策の提
起には至っていない。本研究の概括的な現状把握に
基づきながら，より具体的な課題と対応についてよ
り深く検討していくことが求められる。
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は，若く経験が浅い教員は，問題が生じたときに経
験を活かして対処することが難しく，問題から逃れ
るような対処行動を取りやすいことを明らかにして
いる。医療の進歩を背景として，小児慢性特定疾患
患児の多くが，小・中学校の通常の学級で学んでい
る実態が明らかされており（日下・森山・新平，
2014；武田，2012），インクルーシブ教育を推進す
るうえで教員の背景にある要因（学校種別やキャリ
アなど）と役割をふまえた専門性が担保されなけれ
ばならない。藤井・神部（2015）が指摘するように，
外部から分かりにくい病気であっても，病状によっ
ては支援が必要であることをすべての教員が理解
し，病状が急変した場合の緊急対応ができる仕組み
づくりを進めるとともに，個別の教育的ニーズに応
じる「合理的配慮」の視点を醸成していかなくては
ならない。
Ⅴ．おわりに
　本研究では，病気の子どもの支援に関する教員の
意識を捉えることから，「合理的配慮」の提供に関
する課題を探ってきた。とくに，中学校における支
援体制の進展に期待されることが明らかになるとと
もに，学校種やキャリアに応じた専門性の担保が必
要となっていることを指摘した。しかしながら，サ
ンプル数の制限や課題に対する実践的な改善策の提
起には至っていない。本研究の概括的な現状把握に
基づきながら，より具体的な課題と対応についてよ
り深く検討していくことが求められる。
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